
令和４年度健全化判断比率等の算定結果

１ 本県の状況

（１）健全化判断比率

（参考）

年  度 Ｒ４ Ｒ３

備考：実質赤字額及び連結実質赤字額がないことから，実質赤字比率及び連結実質赤字比率が算定

    されないため，「－」と記載。（実質黒字額 21,087百万円，連結実質黒字額 42,046百万円）

（参考）

年度

会計名

備考：資金不足額がないことから，資金不足比率が算定されないため，「－」と記載。

      資金剰余額 ：工業用水道事業特別会計 1,190百万円，病院事業特別会計 14,440百万円

                   港湾整備事業特別会計 2,416百万円

（２）資金不足比率

Ｒ４ Ｒ３ 経営健全化基準

工業用水道事業特別会計 － －

２０．０％病 院 事 業 特 別 会 計 － －

港湾整備事業特別会計 － －

－

連結実質赤字比率 － － ８．７５％ １５％

実質公債費比率
（３カ年平均）

１１．４％ １１．３％
２５％

３５％
（地方債許可団体１８％以上）

将来負担比率 １９７．８％ １９５．３％ ４００％

早期健全化基準 財政再生基準

実質赤字比率 － － ３．７５％ ５％



１．健全化判断比率（団体別）

(1)　都道府県
（単位：％）

都道府県名 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

北海道 - - 18.9 311.0
青森県 - - 13.1 74.3
岩手県 - - 12.8 204.4
宮城県 - - 10.6 144.2
秋田県 - - 15.3 244.6
山形県 - - 12.3 217.0
福島県 - - 6.7 112.6
茨城県 - - 9.3 170.0
栃木県 - - 9.5 103.7
群馬県 - - 9.4 144.9
埼玉県 - - 10.7 156.5
千葉県 - - 7.8 110.6
東京都 - - 1.2 17.3
神奈川県 - - 9.4 72.7
新潟県 - - 18.2 303.5
富山県 - - 13.8 223.7
石川県 - - 12.5 198.2
福井県 - - 11.8 149.1
山梨県 - - 11.5 180.1
長野県 - - 9.7 159.2
岐阜県 - - 7.2 222.9
静岡県 - - 13.0 240.0
愛知県 - - 13.2 167.1
三重県 - - 12.1 169.4
滋賀県 - - 10.9 185.8
京都府 - - 16.5 272.1
大阪府 - - 11.5 123.3
兵庫県 - - 15.2 326.4
奈良県 - - 9.5 112.7
和歌山県 - - 8.4 200.1
鳥取県 - - 8.9 129.4
島根県 - - 6.4 165.1
岡山県 - - 11.0 169.9
広島県 - - 13.7 200.4
山口県 - - 8.5 175.5
徳島県 - - 11.8 154.2
香川県 - - 9.9 170.9
愛媛県 - - 11.1 124.4
高知県 - - 11.1 176.4
福岡県 - - 11.2 250.7
佐賀県 - - 8.9 133.3
長崎県 - - 10.3 178.7
熊本県 - - 7.8 209.5
大分県 * - - 9.1 163.8
宮崎県 - - 11.4 97.3
鹿児島県 - - 11.4 197.8
沖縄県 - - 7.3 25.9

都道府県（平均） - - 10.1 154.2
（注）　１．実質赤字額や連結実質赤字額がない場合は、「－」と表記している。

　　　　２．健全化判断比率を既に議会に報告し、公表している団体には、団体名の横に「*」を付している。

　　　　３．平均値は加重平均である。
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○自主的な改善努力による財政
健全化

・財政健全化計画の策定（議会の議
決）、外部監査の要求の義務付け

・実施状況を毎年度議会に報告し公
表

・早期健全化が著しく困難と認めら
れるときは、総務大臣又は知事が
必要な勧告

経営健全化団体

○国等の関与による確実な再生

・財政再生計画の策定（議会の議
決）、外部監査の要求の義務付け

・財政再生計画は、総務大臣に協議
し、同意を求めることができる
【同意無】
・災害復旧事業等を除き、地方債の起債を
制限

【同意有】
・収支不足額を振り替えるため、償還年限
が計画期間内である地方債（再生振替特
例債）の起債可

・財政運営が計画に適合しないと認
められる場合等においては、予算
の変更等を勧告

財政の再生

（
健
全
財
政
）

（
財
政
悪
化
）

○指標の整備と情報開示
の徹底

・フロー指標：実質赤字比率、
連結実質赤字比率、実質
公債費比率

・ストック指標：将来負担比率
＝公社・三セク等を含め
た実質的負債による指標

→監査委員の審査に付し議
会に報告し公表

健全段階 財政の早期健全化

（指標の公表は平成１９年度決算から、基準に基づく財政健全
化計画の策定の義務付け等は平成２０年度決算から適用）

２ 健全化判断比率等の概要

実質赤字比率 3.75％
連結実質赤字比率 8.75％
実質公債費比率25.0％
将来負担比率 400％

（１）健全化判断比率

（２） 資金不足比率（公営企業会計）

資金不足比率20.0％ （
資
金
不
足
）

・経営健全化計画の策定
（財政健全化計画と同じ手続き）

地方公共団体の財政の健全化に関する法律について

実質赤字比率 5.0％
連結実質赤字比率 15.0％
実質公債費比率 35.0％
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健全化判断比率等の算定について

一般会計等の実質赤字額

標準財政規模
実質赤字比率 ＝

・ 一般会計等の実質赤字額 ： 一般会計及び特別会計のうち普通会計に相当する会計における

実質赤字の額

・ 実質赤字の額 ＝ 繰上充用額 ＋（支払繰延額＋事業繰越額）

連結実質赤字額

標準財政規模
連結実質赤字比率 ＝

・ 連結実質赤字額 ： イとロの合計額がハとニの合計額を超える場合の当該超える額

イ 一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外の特別会計のうち、

実質赤字を生じた会計の実質赤字の合計額

ロ 公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額

ハ 一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合

計額

ニ 公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額

一般会計等の実質赤字額：なし

連結実質赤字額：なし



将来負担額 － （充当可能基金額 ＋ 特定財源見込額
＋ 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

標準財政規模 － （元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

・ 将来負担額 ： イからヌまでの合計額

イ 一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高

ロ 債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第5条各号の経費等に係るもの）

ハ 一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額

ニ 当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額

ホ 退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額

ヘ 地方公共団体が設立した一定の法人（設立法人）の負債の額のうち、当該設立法人の財務 ・

経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額

ト 当該団体が受益権を有する信託の負債の額のうち，当該信託に係る信託財産の状況を勘案し

た一般会計等の負担見込額

チ 設立法人以外の者のために負担している債務の額及び当該年度の前年度に当該年度の前年

度内に償還すべきものとして当該団体の一般会計等から設立法人以外の者に対して貸付を行っ

た貸付金の額のうち，当該設立法人以外の者の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見

込額

リ 連結実質赤字額

ヌ 組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額

・ 充当可能基金額 ： イからチまでの償還額等に充てることができる地方自治法第241条の基金

将来負担比率 ＝

令和４年度 １１７，２６１百万円－６８，７４２百万円
実質公債費比率 ４８４，２５１百万円－６６，６９３百万円

＝

実質公債費比率（単年度）
令和２年度 11.19533
令和３年度 11.47081
令和４年度 11.61994

３カ年平均
１１．4％

・ 準元利償還金 ： イからホまでの合計額

イ 満期一括償還地方債について、償還期間を30年とする元金均等年賦償還とした場合における1年
当たりの元金償還金相当額

ロ 一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充て

たと認められるもの

ハ 組合・地方開発事業団（組合等）への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の償還の財

源に充てたと認められるもの

ニ 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

ホ 一時借入金の利子

（地方債の元利償還金 ＋ 準元利償還金） － （特定財源 ＋
元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

標準財政規模 －（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

実質公債費比率

（３か年平均）

＝

別添資料



資金の不足額

事業の規模
資金不足比率 ＝

・ 資金の不足額 ：

資金の不足額（法適用企業） ＝ （流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために
起こした地方債の現在高 －流動資産） － 解消可能資金不足額

資金の不足額（法非適用企業）＝（歳出額＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起

こした地方債現在高－歳入額）－ 解消可能資金不足額

※ 解消可能資金不足額 ： 事業の性質上，事業開始後の一定期間構造的に生じる資金の不

足額がある場合において，資金の不足額から控除する一定の額。

※ 宅地造成事業を行う公営企業については，販売用土地に係る流動資産の算定等に関する

特例がある。

・ 事業の規模 ：

事業の規模（法適用企業）＝ 営業収益の額 － 受託工事収益の額

事業の規模（法非適用企業）＝ 営業収益に相当する収入の額

－ 受託工事収益に相当する収入の額

※ 指定管理者制度（利用料金制）を導入している公営企業については，営業収益の額に関す

る特例がある。

※ 宅地造成事業のみを行う公営企業の事業の規模については，「事業経営のための財源規
模」（調達した資金規模）を示す資本及び負債の合計額とする。

工業用水道事業特別会計 ： 資金不足額なし

病 院 事 業 特 別 会 計 ： 資金不足額なし

港湾整備事業特別会計 ： 資金不足額なし
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